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区　　　分 202４年度 2025年度 増　減　額 歳
　
入

自

主

財

源

町 税 20億6,214万円 22億1,715万円 1億5,501万円
町 民 税 6億　658万円 6億9,857万円 9,199万円
固 定 資 産 税 12億　519万円 12億7,126万円 6,607万円
軽 自 動 車 税 7,338万円 7,523万円 185万円
た ば こ 税 1億2,24２万円 1億1,804万円 △438万円
入 湯 税 5,458万円 5,405万円 △５３万円

使用料および手数料 9,458万円 9,251万円 △2０７万円
寄 附 金 5億9,911万円 4億4,227万円 △1億５,６８４万円
繰 入 金・ 繰 越 金 な ど 13億7,360万円 14億9,823万円 1億2,４６３万円
自 主 財 源 計 41億2,943万円 42億5,016万円 １億２,０７３万円

自
主
財
源
以
外

地 方 交 付 税 41億6,493万円 41億6,404万円 △８９万円
国 ・ 県 支 出 金 22億　931万円 21億1,876万円 △９,０５５万円
町 債 ６億２,４２２万円 8億　240万円 1億７,８１８万円
地 方 譲 与 税 な ど 8億1,623万円 7億9,487万円 △2,１３６万円
自 主 財 源 以 外 計 78億1,469万円 78億8,007万円 ６,５３８万円

歳 入 合 計 119億4,412万円 121億3,023万円 1億8,611万円

202４年度
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一　般　会　計　決　算　の　状　況

　

町
の
一
般
会
計
に
入
っ
た
お

金
、
歳
入
の
決
算
額
は
1
2
1
億

３
０
２
３
万
円
で
前
年
度
よ
り
1

億
8
6
1
1
万
円
、
1
・
6
％
の

増
額
と
な
り
ま
し
た
。

　
一
般
会
計
の
歳
入
は
自
主
財
源

と
自
主
財
源
以
外
に
分
け
ら
れ
て

い
ま
す
。
自
主
財
源
と
は
、
町
が

自
ら
調
達
で
き
る
財
源
で
、
多
い

ほ
ど
行
政
活
動
の
自
主
性
と
安
定

性
が
確
保
さ
れ
ま
す
。
一
方
、
自

主
財
源
以
外
は
国
や
県
に
よ
り
定

め
ら
れ
た
額
を
交
付
さ
れ
た
り
、

割
り
当
て
ら
れ
た
り
す
る
収
入
で

す
。

　
町
の
自
主
財
源
の
合
計
は
42
億

5
0
1
6
万
円
で
、
歳
入
全
体
の

35
・
0
％
、
自
主
財
源
以
外
の
合

計
は
78
億
8
00

7
万
円
で
、
歳

入
全
体
の
65
・
0
％
で
す
。

　

自
主
財
源
の
主
な
も
の
は
、

皆
さ
ん
が
納
め
た
町
税
が
22
億

1
7
1
5
万
円
で
歳
入
全
体
の

18
・
3
％
を
占
め
ま
す
。
以
下
、

繰
入
金
・
繰
越
金
な
ど
、
寄
附

金
、
使
用
料
お
よ
び
手
数
料
の
順

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

自
主
財
源
以
外
の
主
な
も
の

は
、
町
の
財
政
力
に
応
じ
て
国
か

1２１ 億 ３,０２３ 万円1２１ 億 ３,０２３ 万円
歳 入歳 入

« 自主財源 »町が自主的に収入できる財源
�町税▶町民税、固定資産税、軽自動車税、たばこ税、入
湯税など
�使用料および手数料▶町の活動や事務の中で利益を受け
た特定の人が納入するもの
�寄附金▶ふるさと納税、企業版ふるさと納税など
�繰入金・繰越金など▶基金からの繰入金、前年度からの
繰越金、特定の受益者・団体からの負担金、財産運用収入、
諸収入など

« 自主財源以外 »国や県の決定により交付される収入
�地方交付税▶所得税、法人税など国税の一定割合を国が
町の財源を保障・調整するため交付するもの
�国・県支出金▶国・県が町に対してある一定の基準によ
り交付するもの
町債▶地方交付税の不足分を補うためや道路・建物など
を整備するための町の借金
地方譲与税など▶国税として徴収する収入から国が地方
公共団体に譲与するものや交付金など

　1年間の締めくくりとして、２０２５ 年度決算が ９月定例議会で審査・認定されました。町民の皆さんに負担して
いただいた税をはじめ、町にどのようなお金が入り、どのように使われたのか、決算の状況について一般会計を
中心にお知らせします。

◉
歳
入

22

町の決算状況202５
年度
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歳
　
出

区　　　分 2024年度 202５年度 増　減　額

民 生 費 26億9,41０万円 26億５,３３５万円 △４,０７５万円

総 務 費 24億3,544万円 2３億９,６６３万円 △３,８８１万円

教 育 費 12億   148万円 1５億２,０３１万円 ３億１,８８３万円

土 木 費 10億3,50５万円 1３億２,5８１万円 2億９,０７６万円

衛 生 費 11億8,71２万円 1２億１,１５２万円 ２,４４０万円

公 債 費 9億2,593万円 ８億８,２０３万円 △４,３９０万円

農林水産業費 11億2,497万円 ７億４,７１７万円 △３億７,７８０万円

商 工 費 4億1,040万円 4億９,５１１万円 ８,４７１万円

消 防 費 3億9,976万円 ４億１,６７４万円 １,６９８万円

議 会 費 1億   375万円 1億   ２２６万円 △１４９万円

労 働 費 1,696万円 1,５１３万円 △１８３万円

災 害 復 旧 費 9５万円 １８４万円 ８９万円

歳 出 合 計 115億3,591万円 11７億６,７９０万円 ２億３,１９９万円
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民 生 費▶福祉や保育などの経費
総 務 費▶�庁舎管理、戸籍管理、税金徴収などの経費
教 育 費▶�学校教育、生涯学習、文化・スポーツ振興

などの経費
土 木 費▶道路、河川、公園などの経費
衛 生 費▶�ごみ処理、環境保全、医療、健康づくりな

どの経費

公 債 費▶町債を返済する経費
農林水産業費▶農林業の振興や用水路整備などの経費
商 工 費▶�企業支援、企業誘致、観光振興などの経費
消 防 費▶消防、災害対策などの経費
議 会 費▶町議会の運営に関する経費
労 働 費▶雇用対策、勤労者支援などの経費
災害復旧費▶道路や施設の災害復旧をするための経費

　
町
が
使
っ
た
お
金
、
歳
出
の
決

算
額
は
1
1
7
億
6
7
9
0
万
円

で
前
年
度
よ
り
2
億
3
1
9
9
万

円
、
2
・
0
％
の
増
額
と
な
り
ま

し
た
。

　
歳
出
の
構
成
に
つ
い
て
は
、
福

祉
や
保
育
な
ど
に
必
要
な
経
費
で

あ
る
民
生
費
が
26
億
5
33

5
万

円
で
歳
出
全
体
の
22
・
6
％
、
次

い
で
町
の
財
産
管
理
や
企
画
業
務

な
ど
町
の
全
般
的
な
事
務
を
行
う

総
務
費
が
23
億
9
6
6
3
万
円

で
20
・
4
％
、
教
育
費
が
15
億

2
03

1
万
円
で
12
・
9
％
、
以

下
、
土
木
費
、
衛
生
費
、
公
債
費

の
順
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
前
年
と
比
較
し
て
大
き
く
増
減

し
た
項
目
は
、
各
小
・
中
学
校
、

公
民
館
お
よ
び
ス
ポ
ー
ツ
施
設
な

ど
の
L
E
D
化
を
は
じ
め
と
す
る

教
育
施
設
整
備
の
増
額
に
よ
り
、

教
育
費
が
3
億
1
8
8
3
万
円
の

増
額
、
除
雪
関
連
事
業
費
や
橋

梁
の
工
事
関
連
事
業
費
の
増
額

な
ど
に
よ
り
、
土
木
費
が
2
億

9
0
7
6
万
円
の
増
額
、
事
業
者

へ
の
補
助
金
支
出
の
減
額
な
ど
に

よ
り
、
農
林
水
産
業
費
が
3
億

7
7
8
0
万
円
の
減
額
と
な
り
ま

し
た
。

　
物
価
高
騰
な
ど
の
厳
し
い
経
済

状
況
の
中
で
も
、
効
率
的
な
財
政

運
営
を
続
け
、
子
育
て
支
援
や
産

業
振
興
を
は
じ
め
と
し
た
各
種
施

策
を
着
実
に
推
進
し
ま
す
。

　
今
後
も
持
続
可
能
な
町
づ
く
り

を
目
指
し
、
町
民
の
皆
さ
ま
の
暮

ら
し
に
寄
り
添
っ
た
施
策
の
充
実

に
努
め
ま
す
の
で
、
引
き
続
き
ご

理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

一　般　会　計　決　算　の　状　況

11７ 億 ６,7９０ 万円11７ 億 ６,7９０ 万円
歳 出歳 出

◉
歳
出

ら
自
由
に
使
え
る
お
金
と
し
て
交

付
さ
れ
る
地
方
交
付
税
が
41
億

6
4
0
4
万
円
で
歳
入
全
体
の

34
・
3
％
を
占
め
ま
す
。
次
い
で

国
、
県
よ
り
町
に
対
し
て
あ
る
一

定
の
基
準
に
よ
り
交
付
さ
れ
る

国
・
県
支
出
金
が
21
億
1
8
7
6

万
円
で
17
・
5
％
を
占
め
て
い
ま

す
。

　
以
下
、
町
債
、
地
方
譲
与
税
な

ど
の
順
と
な
っ
て
い
ま
す
。

町の町の決算決算状況状況202５年度

LED化した雫石中学校の体育館
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健全健全 健全段階 指標整備と情報開示の徹底
注意注意 早期健全化段階 自主的な改善努力による財政健全化
危険危険 財政再生段階 国などの関与による確実な再生

⑤資金不足比率
　不足なし 20.0％以上

④将来負担比率
　負担なし 350.0％以上

③実質公債費比率
　８.８%（低いほど良好） 25.0％以上 35.0％以上

②連結実質赤字比率
　赤字なし 19.19％以上 30.0％以上

①実質赤字比率
　赤字なし

雫石町財政状況
は全て健全です!

14.19％以上

健全段階

健全 危険注意

20.0％以上

指
標
整
備
と

情
報
開
示
の
徹
底

早期健全化段階
自
主
的
な
改
善
努
力

に
よ
る
財
政
健
全
化

財政再生段階
国
な
ど
の
関
与
に

よ
る
確
実
な
再
生

財政健全度

雫
石

雫
石

雫
石

雫
石

雫
石

⑤資金不足比率
　不足なし 20.0％以上

④将来負担比率
　負担なし 350.0％以上

③実質公債費比率
　８.８%（低いほど良好） 25.0％以上 35.0％以上

②連結実質赤字比率
　赤字なし 19.19％以上 30.0％以上

①実質赤字比率
　赤字なし

雫石町財政状況
は全て健全です!

14.19％以上

健全段階

健全 危険注意

20.0％以上

指
標
整
備
と

情
報
開
示
の
徹
底

早期健全化段階
自
主
的
な
改
善
努
力

に
よ
る
財
政
健
全
化

財政再生段階
国
な
ど
の
関
与
に

よ
る
確
実
な
再
生

財政健全度

雫
石

雫
石

雫
石

雫
石

雫
石

⑤資金不足比率
　不足なし 20.0％以上

④将来負担比率
　負担なし 350.0％以上

③実質公債費比率
　８.８%（低いほど良好） 25.0％以上 35.0％以上

②連結実質赤字比率
　赤字なし 19.19％以上 30.0％以上

①実質赤字比率
　赤字なし

雫石町財政状況
は全て健全です!

14.19％以上

健全段階

健全 危険注意

20.0％以上

指
標
整
備
と

情
報
開
示
の
徹
底

早期健全化段階
自
主
的
な
改
善
努
力

に
よ
る
財
政
健
全
化

財政再生段階
国
な
ど
の
関
与
に

よ
る
確
実
な
再
生

財政健全度

雫
石

雫
石

雫
石

雫
石

雫
石

総務費
役場庁舎や公有財産などの財産管理に
ふるさと納税の事業促進に
あねっこバスなど生活交通対策に

3億 ９,０８９ 万円
６億 ７,３１７ 万円

４,７５０ 万円

民生費

国民健康保険運営補助などの社会福祉に
自立支援給付などの障がい者福祉に
介護保険介護給付などの高齢者福祉に
児童手当や医療費助成、保育所の管理に

３億 １,９８８ 万円
4億 ７,３６５ 万円
6億 ８,６３７ 万円
９億 7,0６９ 万円

衛生費

医療や健診などの保健衛生に
予防接種などの予防保健に
母子保健などの母子衛生に
廃棄物のごみ処理やし尿処理に

６,０８７ 万円
5,９２２ 万円
1,３０８ 万円

5億 ５５４ 万円

農林
水産業費

経営所得安定対策などの農業振興に
肉用牛や乳牛の畜産振興に
多面的機能支払などの農地に
農業関連施設の管理運営に
町有林育成などの林業に

8,７６7 万円
１,３３５ 万円

２億 ７,６０４ 万円
１億 ３,４０６ 万円
１億 3２６ 万円

商工費
中心市街地活性化などの商工振興に
観光情報発信や観光振興に
道の駅など観光施設の管理に

６,４９７ 万円
１億 ２,８７０ 万円
1億 ６,３９３ 万円

土木費

道路の除雪など維持管理や新設改良に
橋りょうの維持管理に
公園の維持管理に
住宅の管理運営や取得支援に

５億 ３,０８０ 万円
３億 １,6９３ 万円
2,６６７ 万円
5,９14 万円

消防費 盛岡広域の消防の管理運営に
消防施設の維持管理や整備に

2億 ９,５０９ 万円
４,７３２ 万円

教育費

小学校の管理に
中学校の管理に
公民館などの管理運営に
町総合運動公園などの管理運営に

2億 ７,０８7 万円
1億 ２,5９８ 万円
２億 ３,1９１ 万円
１億 ９,５１２ 万円

公債費 町債の償還金に ８億 ８,２０３ 万円

⑤資金不足比率
　不足なし 20.0％以上

④将来負担比率
　負担なし 350.0％以上
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雫石町財政状況
は全て健全です!

14.19％以上

健全段階

健全 危険注意

20.0％以上

指
標
整
備
と

情
報
開
示
の
徹
底

早期健全化段階
自
主
的
な
改
善
努
力

に
よ
る
財
政
健
全
化

財政再生段階
国
な
ど
の
関
与
に

よ
る
確
実
な
再
生

財政健全度

雫
石

雫
石

雫
石

雫
石

雫
石

実 質 赤 字 比 率

連結実質赤字比率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

資 金 不 足 比 率

診断結果▶健全です

診断結果▶健全です

診断結果▶健全です
８.８%（前年度 ９.０%）

診断結果▶健全です

診断結果▶健全です

⑤資金不足比率
　不足なし 20.0％以上

④将来負担比率
　負担なし 350.0％以上

③実質公債費比率
　８.８%（低いほど良好） 25.0％以上 35.0％以上

②連結実質赤字比率
　赤字なし 19.19％以上 30.0％以上

①実質赤字比率
　赤字なし

雫石町財政状況
は全て健全です!

14.19％以上

健全段階

健全 危険注意

20.0％以上

指
標
整
備
と

情
報
開
示
の
徹
底

早期健全化段階
自
主
的
な
改
善
努
力

に
よ
る
財
政
健
全
化

財政再生段階
国
な
ど
の
関
与
に

よ
る
確
実
な
再
生

財政健全度

雫
石

雫
石

雫
石

雫
石

雫
石

⑤資金不足比率
　不足なし 20.0％以上

④将来負担比率
　負担なし 350.0％以上

③実質公債費比率
　８.８%（低いほど良好） 25.0％以上 35.0％以上

②連結実質赤字比率
　赤字なし 19.19％以上 30.0％以上

①実質赤字比率
　赤字なし

雫石町財政状況
は全て健全です!

14.19％以上

健全段階

健全 危険注意

20.0％以上

指
標
整
備
と

情
報
開
示
の
徹
底

早期健全化段階
自
主
的
な
改
善
努
力

に
よ
る
財
政
健
全
化

財政再生段階
国
な
ど
の
関
与
に

よ
る
確
実
な
再
生

財政健全度

雫
石

雫
石

雫
石

雫
石

雫
石

◉図の見方
例えば実質公債費比率の場合、25.0％ 以上であれば早
期健全化段階となり、35.0％ 以上であれば財政再生段
階となります。本町は８.８％なので健全段階となります。

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、財政の健全性を判断するための指標（健全化判断比率）を算
定しました。町は、町監査委員の審査に付した上で、9 月議会定例会に報告しており、町民の皆さんには町ホームページ
や広報しずくいしにより公表しています。普通会計（一般会計と雫石町診療所会計）の202５年度決算における5つの指標は、
すべてにおいて早期健全化基準以内の数値を示しており、健全な状態であるといえます。

財 政 健 全 化 判 断 比 率 に つ い て 

　その年度の赤字の額が、その自治体の標準財政規模※に
対してどれだけあったかを表した比率
※�町税や地方交付税などその年度に標準的に収入が予想

される額。雫石町の標準財政規模は、約 6６ 億 ８００ 万円。

　実質赤字比率と同様、赤字の比率で、本町で設置して
いる会計全てが対象

　その年度の歳入のうち、借金返済に充てた額が標準財
政規模に対してどれだけあったかを表した比率

　借金の残高や職員全員が自己都合退職した場合の退職
金の見込額など将来負担する可能性がある額が標準財政
規模に対してどれだけあったかを表した比率
　将来負担する額よりも、充当可能な財源の見込み額が
上回ったため、該当ありません。

202５ 年 度 に 実 施 し た 主 な 事 業

　区分上公営企業に区分される会計（水道事業・下水道事
業・簡易水道事業）のうち、赤字の額が使用料収入などの
営業収益に対してどれだけあったかを表した比率
　黒字のため、該当はありません
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町の町の決算決算状況状況202５年度

会 計 名 収 入 額 支 出 額 差 引 額 202５年度決算のうち
一般会計からの繰出金

特 別 会 計 4８億7,８８０万円 4７億９,７１６万円 8,164万円 7億7,587万円

内
　
訳

国民健康保険 1７億4,３４４万円 1７億３,４１３万円 931万円 1億5,347万円

御明神財産区 ８４４万円 ８１６万円 28万円 －
介 護 保 険
事 業 勘 定 2３億９,２５８万円 2３億2,５１２万円 6,746万円 3億1,704万円

介護保険介護
サ ー ビ ス
事 業 勘 定

1,２５１万円 1,0８７万円 164万円 118万円

雫 石 診 療 所 4億７,０８３万円 ４億６,７９２万円 291万円 2億3,769万円
後 期 高 齢
者 医 療 2億５,1００万円 2億５,０９６万円 4万円 6,649万円

企 業 会 計 １８億１,９７４万円 1７億９,４３6万円 2,538万円 －

内
　
訳

水 道 事 業 ５億５,８８９万円 ５億４,４０４万円 1,484万円 －

簡 易 水 道 4,６１６万円 4,５３２万円 84万円 －

下 水 道 事 業 1２億１,４６９万円 1２億　500万円 969万円 －

202２年度

（億円） （億円）
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年間発行額 年度末残高
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水道事業会計
一般会計 雫石診療所事業特別会計

下水道事業会計 発行額
国民健康保険特別会計

5.7億5.7億
5.7億5.7億

1.0億1.0億

5.3億5.3億
5.3億5.3億

0.9億0.9億

４６.８億４６.８億 ４４.7億４４.7億

1３５.４億1３５.４億

７８.３億７８.３億

４.７億４.７億
７.６億７.６億

０.１億０.１億１１.９億１１.９億

◉各会計別の町債発行要因
一般会計▶︎公共事業、公共施設の整備、臨時財政対策債など、国民健康保険特別
会計▶保険財政安定化のための借入金、雫石診療所事業特別会計▶雫石診療所の
整備など、水道事業・下水道事業会計▶水道供給施設や下水道施設の整備

※ 1�財源不足時の補塡や年度間の財源調整、災害など緊急時に備えるための基金
※ 2 町債の償還のために設けられている基金
※ 3�公共施設の整備や町営住宅の建替、貸付事業など特定の目的のために積み立て

る基金

　町の「貯金」である基金。
　2025 年度決算における基金の総額は約 38 億 700 万円で
す。内訳として、財政調整基金※ １ が約 22 億 2,100 万円、
減債基金※ ２ が約 3 億 5,500 万円、その他特定目的基金な
ど※ ３ が約 12 億 3,100 万円あります。
　前年度に比べ財政調整基金が約 3,200 万円減っており、
その要因としては、物価高騰を背景とした各種経費の増加
のほか、児童生徒の一人一台端末の更新に伴う臨時的支出
の発生などが挙げられます。
　財政調整基金の残高は、町民にとって有益な予算執行を
適切に行うことを念頭に置きながら、災害時など緊急的な
財政出動を必要とするときのために、毎年度一定水準以上
の金額を保持するように努めています。
　また、事業目的に沿って設置造成する特定目的基金に約
2 億 8,000 万円を積み立てており、将来の公共施設などの

整備に備えることとしています。
　今後、基金の適切な運用をしながら一定水準の残高の確
保に努め、健全な財政運営に努めます。

基金（町の貯金）の年度末残高の推移

　町の「借金」である町債。
　2025 年度決算における町債の年度末残高は約 135 億
4,400 万円です。
　そのうち、一般会計の年度末残高は約 78 億 2,600 万円
で、前年度より約 5,000 万円減少しています。
　2025 年度の一般会計の起債の主なものとしては、公共
施設の照明設備 LED 化に伴う約 1 億 8,000 万円、南畑橋
ほか橋梁の補修に伴う1億4,100万円などが挙げられます。
　今後とも、現世代と将来世代における受益や負担を考
慮した町債の発行に努めます。

町債（町の借金）の年度末残高と
　　　　　　　　　  発行額の推移

　一般会計から各特別会計への繰出金は 7
億 7,587 万円で、これは、特別会計収入額
全体の合計約 48 億 7,880 万円の約 15.9%
に相当します。
　繰出金は、国の基準に基づき一般会計で
負担すべきもののほか、必要な事務経費や
特別会計の財源を補填するために支出する
ものがありますが、今後、特別会計の収支
均衡に努め、財源を補填するための繰出金
を抑制していくことが課題です。
　なお、企業会計である水道事業会計へは
出資金および負担金として計 1,568 万円を、
簡易水道会計へは補助金として 2,135 万円
を、下水道事業会計へは出資金および負担
金として計 3 億 732 万円を、それぞれ支出
しています。

町 の 基 金 や 町 債 の 推 移

各 特 別 会 計・企 業 会 計 の 状 況

▪️水道事業会計決算額のうち、減価償却費 1 億 8,193 万円・長期前受金戻入 5,107 万円
▪簡易水道事業会計決算額のうち、減価償却費 2,640 万円・長期前受金戻入 2,238 万円
▪️下水道事業会計決算額のうち、減価償却費 4 億 1,809 万円・長期前受金戻入 1 億 7,033 万円
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